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Ⅵ．CI-NET LiteS 実装規約における実際の運用上の留意点

CI-NET LiteS 実装規約の運用上、留意すべき点に関して、考え方をまとめたものを列挙する。

   （ 2003.06.10 記載）

１ ． 明細なしメッセージのデータ交換の可否

２ ． 出来高報告と請求の同時提出

３ ． 請求完了区分コードの取り扱い

４ ． 枝番契約の打切方法

  （ 2007.06.12 内容改訂）

５ ． 出来高報告・ 出来高確認の[1007]帳票No.の取り扱い

   （ 2004.06.04 記載）

６ ． LiteS 注文業務データがあるケースを前提としての運用上の留意点

７ ． LiteS 注文業務データがあるケースの一部修正に伴う運用上の留意点

８ ． 出来高要請メッセージの利用方法に係る留意点

   （ 2006.06.13 記載）

９ ． 特記の記載箇所仕様

１ ０． X 属性8 バイト で定義されている日付項目の取り扱い

１ １． 支払通知帳票イメージ

   （ 2007.06.12 記載）

１ ２． 総括明細行と内訳明細行の混在に係る留意点

１ ３． 内訳明細計行に係る留意点

１ ４． 合意打切申込および合意打切精算請求書帳票イメージ

   （ 2008.06.10 記載）

８ ． 出来高要請メッセージの利用方法に係る留意点（ 一部記載内容を追加）

１ ５． K 属性データ項目の数値表現について

   （ 2012.07.03 記載）

１ ６． 精算時における CI-NET LiteS での対応方法について

   （ 2014.03.04 記載）

１７． 複数工事物件（ 複数作業所） に対する請求書における明細作成のパターン
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8．出来高要請メッセージの利用方法に係る留意点 

(1) 背景・問題点など 

契約の内容等により書面によるなど CI-NET LiteS を利用した電子データ交換以外の方法で契

約を締結する場合、 つまり CI-NET LiteS を利用した電子データ(以下「 LiteS 注文業務データ」

という。 )がない場合､出来高要請メッセージは､発注者が受注者に契約の管理番号や工事名、担当

者先などを通知するあるいは受注者での電子データ作成負荷を軽減する等の目的のためにある。

実装規約の記載では、 以下の問題点が指摘された。

・ 出来高要請メッセージ 1 つに対する出来高報告メッセージの複数作成

毎月発生する案件毎に出来高要請メッセージを送信する運用とするのか

・ 請求番号の取引特定項目への追加 (LiteS 注文業務データがない場合の請求に対する対応) 

LiteS 注文業務データがなく 、 その上LiteS 出来高確認データがない場合には取引特定が

不明確となる

従って、 これらを解決するため出来高要請メッセージの利用方法を明確化することとした。

(2) 検討結果 

1) 出来高要請メッセージ利用の要件 

出来高要請メッセージの利用については、 以下の対象者、 要件を基本として利用することとす

る。

表 B.Ⅵ- 1 出来高要請メッセージ利用の対象者と要件 

対象者 CI -NET LiteS 実装規約に従い、 取引を行おうとするもの

① 当該工事に関して、CI-NET LiteS を利用して出来高業務を行う際、購買

見積業務、 注文業務のLiteS 業務データがない場合の実施

要件 ② 出来高報告番号を常に1 回限り使いの実施

③ 常に精算支払い100％の実施

④ 更に各発注者・受注者間で対象とする金額等を絞り込むなどの条件を付加

できることでの実施

④なお、 上記の要件 に示す「 条件」 について、 その具体的なものとして以下のようなものが考

えられる。

(a) 外注や労務等のような契約を基本とするものを除いた取引（ここではそれらを「雑材料等」

とする）を対象とする。 

具体的には、 以下に示すようなものが挙げられる。

－工事対象の構造物そのものを構成する材料ではないものの、 工事遂行上必要とされる資機

材等（ 例えば仮設材、 消火器などの資材） 購入の取引

－工事ごとに単価契約を行わない取引
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(b) 外注や労務等のような契約を基本とするものについては、書面等での契約が行われてい

るものとする。 

具体的には、 以下に示すようなものが挙げられる。

－CI-NET LiteS 以外の方法（ 例えば、 書面による注文・ 注文請け） で契約する取引

2) 出来高要請メッセージ利用のケース 

出来高要請メッセージの利用については、 下表のケース(c)の場合とする。

出来高・ 請求業務の対象となる工事内容（ 対象取引） が異なる場合､1 つの出来高要請番号に

対し複数の出来高報告番号とし「 [1081]出来高調査回数」 は「 １」 のまま（ カウント アップし

ない） とする｡

もし複数回出来高報告メッセージを送信する場合には､出来高報告番号を変えて送信するも

のとする｡

【 参考】  「 [1081]出来高調査回数」 をカウント アップする方法も検討したが、 契約可能な取引

においては締結することを基本とする方針で進めていく ため、 出来高要請メッセージを利用す

るケースを限定することとした。
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表 B.Ⅵ- 2 出来高要請メッセージ利用のケース 

「 [1081]出来高調査回数」 の処理方法

出来高調査回数をカウント アッ

プする

出来高調査回数をカウント アッ

プしない

対象取引

が同一取

引か否か

同一

ケース(a)：

出来高・ 請求業務の対象となる

工事内容（ 対象取引） が同じ場

合､1 つの出来高要請番号に対し

1 つの出来高報告番号とし､複数

回出来高報告メッセージを送信

する場合には､出来高調査回数

をカウント アップする｡

なし

同一でな

い

ケース(b)：

出来高・ 請求業務の対象となる

工事内容（ 対象取引） が異なる

場合､1 つの出来高要請番号に対

し 1 つの出来高報告番号とし､複

数回出来高報告メッセージを送

信する場合には､出来高調査回

数をカウント アップする｡

この場合対象取引を詳細に見た

場合に中身が異なること があ

る｡

ケース(c)：

出来高・ 請求業務の対象となる

工事内容（ 対象取引） が異なる

場合､1 つの出来高要請番号に対

し複数の出来高報告番号とし出

来高調査回数は「 １ 」 のままと

する｡

複数回出来高報告メッセージを

送信する場合には､出来高報告

番号を変えて送信する｡

ケース(c)の具体的な運用イメージは以下の通りである。

表 B.Ⅵ- 3 ケース(c)の運用イメージ 

出来高要請番号 出来高報告番号
[1081]出来

高調査回数
工事内容

1 月目 1 回目 KOGUCHI-300 (送信) 1 雑土工(備品搬

入手伝い) (送信) KOGUCHI-100100

2 月目 2 回目 (KOGUCHI-300)  1 雑土工(道路清

掃) (送信) KOGUCHI-100101

3 月目 3 回目 (KOGUCHI-300)  1 雑土工(除草) 

(送信) KOGUCHI-100102

4 回目 (KOGUCHI-300)  1 雑土工(備品搬

入手伝い) (送信) KOGUCHI-100103

4 月目 5 回目

(※ ) 

KOGUCHI-400 (送信) 1 雑型枠工

(送信) KOGUCHI-400100

※ （ ） 1 回目でもよい。

・ 運用イメージの解説

出来高要請メッセージ

利用の対象ケースは、

「ケース(c)」 
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上表の 1 回目から 4 回目の例示は、 ある出来高要請番号＝「 KOGUCHI-300」 に対し､出

来高報告番号を複数発行して対応する場合である。発注者が、「 雑土工」 として受注者である

土工事業者に出来高要請メッセージを送信した場合では､「 雑土工」 の範囲で､1 回目は「 備

品搬入手伝い」 ､2 回目は「 道路清掃」 などを認めるが､この場合にはケース(b)と異なり､出来

高報告番号を変更して「 [1081]出来高調査回数」 は「 1」 のままとする方法である｡

また同一月の中で複数の出来高報告メッセージを送信する場合の出来高報告番号の例とし

ては「 KOGUCHI-100102、 100103」 のような使い方となる。

さらに4 月目5 回目は、 異なる出来高要請番号を利用した出来高要請メッセージ、 それに

対する出来高報告メッセージを送信する方法を示している。

つまり、 上表の運用イメージでは以下の3 つの利用方法を表現している。

① １つの出来高要請番号は、 月をまたがって使用可能

1 月目から 3 月目まで同じ出来高要請番号「 KOGUCHI-300」 を使用して出来高報告メ

ッセージを送信しており、 1 つの出来高要請番号が複数月に渡って使用可能であることを

示している。

② ひと月に複数回報告することが可能

3 月目では、 出来高要請番号「 KOGUCHI-300」 に対して 3 回目、 4 回目の出来高報告

メッセージを送信しており、 同一月でも出来高報告メッセージが1 回だけでなく 複数回送

信できることを示している。

③ 全く 異なる要請番号を使用することが可能

4 月目では、 異なる出来高要請番号「 KOGUCHI-400」 を使用しており、 出来高要請番

号は同一工事案件の中であっても、異なる番号を使用することができることを示している。

3) 請求番号の取引特定項目への追加(LiteS 注文業務データがない場合の請求メッセージに

対する対応) 

LiteS 注文業務データを利用した取引がなく 、 出来高報告メッセージは送信するが出来高確

認メッセージは送信しない業務パターンは、「 図B.Ⅵ-5、 図B.Ⅵ-61」 に示すように「 パターン

Ⅰ-A」「 パターンⅡ-A」「 パターンⅡ-B」 の3 パターンがある。

これらのパターンにおいては、 請求メッセージの識別（ 取引の特定） に必要なデータ項目と

して、

・ [4]発注者コード

・ [6]受注者コード

・ [1006]工事コード

・ [2]情報区分コード

・ [1082]今回迄の請求回数

に加え、 各パターンにおいて以下のデータ項目が必要となる。

1 図 B.Ⅵ-5、図 B.Ⅵ-6：「７．LiteS 注文業務データがあるケースの一部修正に伴う運用上の留意点 図 B.
Ⅵ-5 LiteS 注文業務データがなく購買見積依頼／回答がある業務パターン、図 B.Ⅵ-6 LiteS 注文業務

データがなく購買見積依頼／回答がない業務パターン」参照
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表 B.Ⅵ- 4 業務パターン別の請求メッセージ識別に必要なデータ項目 

業務パターン 識別に必要なデータ項目

Ⅰ-A [1301： 参照帳票No.2]出来高報告番号

Ⅱ-A [1301： 参照帳票No.2]出来高報告番号、

[1304： 参照帳票No.3]出来高要請番号

Ⅱ-B [1304： 参照帳票No.3]出来高要請番号

これらの項目を使用することにより、 取引の特定が可能であるため、 請求番号を取引特定の

項目に追加する必要はない。

4) 1 回の出来高要請メッセージに対する請求メッセージの利用回数 

なおパターンⅡ-B の場合は、 1 回の出来高要請メッセージに対し、 請求メッセージの送信は

1 回だけ認めることとする。

この理由は以下の通りである。

請求番号は受注者側で発番し毎回変わるのが通常である。 その場合、 当該取引の請求メッセ

ージに対して事前にやり取りしているメッセージとの紐付けを考える際、パターンⅡ-B の場合

は出来高要請メッセージしか利用できない。 従ってどの出来高要請メッセージに対しての請求

メッセージが紐付けられているかという関係を保つため上記の対応とする。



D.Ⅵ．CI-NET LiteS 実装規約における実際の運用上の留意点

184 

5) 出来高要請メッセージを使用する場合のフロー 

出来高要請メッセージを使用した出来高業務、 請求業務の主なフローは以下の通りである。

図 B.Ⅵ- 1 1 件の出来高要請の情報を複数回の出来高報告で使用（使い回し）の場合のフロー 

(a) 出来高要請の情報を複数回の出来高報告で使用（使い回し）の場合のフロー 

上記のフローについての説明は以下の通りである。

(a-1)出来高調査回数のセット

出来高要請メッセージを利用するにあたり、 出来高・ 請求業務の対象となる工事内容（ 対象

取引） が異なる場合においては､1 つの出来高要請番号に対し複数の出来高報告番号とし出来高

調査回数は「 1」 のままとする｡

複数回出来高報告メッセージを送信する場合には､出来高報告番号を変えて送信する｡

なお、 1 件の出来高要請の情報を 1 回の出来高報告でのみ使用する場合には、 出来高報告番

号が1 つのみ存在し、 出来高調査回数も「 1」 のままとなる。

依頼内容は
「仮設材」で
同一

【2月目】

出来高要請メッセージに
記載の情報

出来高業務開始時に伝達
すれば、以降も同じ情報を

再活用可能

依頼内容

仮設材

依頼内容：

仮設材

発注者A 受注者B

【初回(1月目)】

出来高要請メッセージ

要請番号：100
出来高報告メッセージ

報告番号：100-1
出来高確認メッセージ

請求メッセージ

発注／受注

(口頭、紙ベース)

出来高報告メッセージ

報告番号：100-2
出来高確認メッセージ

請求メッセージ

発注／受注

(口頭、紙ベース)

【N月目
(最終回)】

依頼内容：

仮設材

出来高報告メッセージ

報告番号：100-N
出来高確認メッセージ

請求メッセージ

発注／受注

(口頭、紙ベース)

初回に出来高要請
メッセージを送信して
いるので不要のフ
ローとなっている

初回に出来高要請
メッセージを送信して
いるので不要のフ
ローとなっている

(足場板に対して)

(雨合羽に対して)

(投光器に対して)

依頼内容は
「仮設材」で
同一

【2月目】

出来高要請メッセージに
記載の情報

出来高業務開始時に伝達
すれば、以降も同じ情報を

再活用可能

依頼内容

仮設材

依頼内容：

仮設材

発注者A 受注者B

【初回(1月目)】

出来高要請メッセージ

要請番号：100
出来高報告メッセージ

報告番号：100-1
出来高確認メッセージ

請求メッセージ

発注／受注

(口頭、紙ベース)

出来高報告メッセージ

報告番号：100-2
出来高確認メッセージ

請求メッセージ

発注／受注

(口頭、紙ベース)

【N月目
(最終回)】

依頼内容：

仮設材

出来高報告メッセージ

報告番号：100-N
出来高確認メッセージ

請求メッセージ

発注／受注

(口頭、紙ベース)

初回に出来高要請
メッセージを送信して
いるので不要のフ
ローとなっている

初回に出来高要請
メッセージを送信して
いるので不要のフ
ローとなっている

(足場板に対して)

(雨合羽に対して)

(投光器に対して)
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(a-2)具体的な各月の処理

1 件の出来高要請の情報を複数回の出来高報告で使用（ 使い回し）の場合のフローとしては、

以下のような手順となる。

雑材料等の取引の中でも同じ受注者／工事物件のもとで依頼内容も同一であるような場合に

は、 出来高要請メッセージの送信負担を軽減するために 1 度の出来高要請メッセージに対して

複数回の出来高報告、 請求を行うことができるとする考え方から考えられている方法である。

〔 1 月目〕

① 出来高業務を行う対象の案件（ 依頼内容は仮設材。 1 月目は足場板） について、 発注者／受

注者間で口頭や電話、 FAX 等による発注／受注のやり取りが行われる。

② 対象案件について、 発注者から受注者に当該案件の工事コードや作業所に係る情報等を出来

高要請メッセージを利用して伝達する。

③ 受注者は出来高要請メッセージにより把握した工事コードや作業所に係る情報等を始めとし

て、 出来高の明細を作成し出来高報告メッセージとして発注者に送信する。

④ これ以降は従来の出来高確認、 請求メッセージのやり取りと同様である。

〔 2 月目以降〕

① 1 月目同様、 出来高業務を行う対象の案件（ 依頼内容は仮設材。 2 月目は投光器） について、

発注者／受注者間で口頭や電話、 FAX 等による発注／受注のやり取りが行われる。

② 対象案件について、1 月目、2 月目で依頼内容は仮設材で同様であることから、先に送付して

いる出来高要請メッセージを活用し、 当該月の出来高報告メッセージを作成する。 つまり 1

月目の出来高要請メッセージを再度利用している点が特徴となる。

この場合、 出来高報告番号は1 月目とは異なる番号を付番する。

③ 以降は1 月目と同様の処理となる。

ただし、 最終となる出来高報告以外は[1314]請求完了区分コード=1（ 未精算） として、 次回

以降も当初の出来高要請メッセージの情報が活用できるようにしておく 。

一方、 最終回（ 最終月） は[1314]=9（ 精算） として処理する。
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（ 参考） 出来高要請の情報を同一案件で 1 回使用（ 使い切り） の場合

この場合は、 上記の使い回しの場合の最終回（ 最終月） における処理をベースに考える。

すなわち、 出来高報告が1 回だけ送れればよいため、 [1314]請求完了区分コード=9（ 精算）

として処理することで対応が可能である。

図 B.Ⅵ- 2 出来高要請の情報を同一案件で 1 回使用（使い切り）の場合のフロー 

出来高要請メッセージ

No.001
出来高報告メッセージ

No.001に対する報告

出来高確認メッセージ

請求メッセージ

請求完了区分：9

【初回(1月目)】

【2月目】

発注者A 受注者B

出来高要請は工事案件、
作業所等に係る情報提
供が目的

出来高業務開始時に伝
達するが、通常は1回限
りでの使用とする

工事内容：

塗装

工事内容：

内装仕上

工事内容
が異なる

発注／受注

(口頭、紙ベース)

出来高要請メッセージ

No.002
出来高報告メッセージ

No.002に対する報告

出来高確認メッセージ

請求メッセージ

請求完了区分：9

発注／受注

(口頭、紙ベース)

(塗装に対して)

(内装仕上に対して)

出来高要請メッセージ

No.001
出来高報告メッセージ

No.001に対する報告

出来高確認メッセージ

請求メッセージ

請求完了区分：9

【初回(1月目)】

【2月目】

発注者A 受注者B

出来高要請は工事案件、
作業所等に係る情報提
供が目的

出来高業務開始時に伝
達するが、通常は1回限
りでの使用とする

工事内容：

塗装

工事内容：

内装仕上

工事内容
が異なる

発注／受注

(口頭、紙ベース)

出来高要請メッセージ

No.002
出来高報告メッセージ

No.002に対する報告

出来高確認メッセージ

請求メッセージ

請求完了区分：9

発注／受注

(口頭、紙ベース)

(塗装に対して)

(内装仕上に対して)
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6) 出来高要請メッセージの使い回しの場合における出来高報告の「以後使用停止」の使用

方法 

図 B.Ⅵ- 3 出来高要請メッセージの使い回しの場合における出来高報告の「最終回」の伝達方法 

上記のフロー実現に伴い、 [1314]請求完了区分コードについて、設定可能な値として「 7： 以後

使用停止」 を追加する。

これに関して、上記の図にある[1314]請求完了区分コード＝｢7（ 以後使用停止） ｣の利用イメー

ジは以下のとおりである。

【2月目】

・最初のデータ送信なので
データ処理No.は1
・複数回の報告を想定して
請求完了区分は1(未精算)

依頼内容：

仮設材

依頼内容：

仮設材

発注者A 受注者B

【初回(1月目)】
出来高要請メッセージ

要請番号：100

データ処理No.：1

請求完了区分：1
出来高報告メッセージ

報告番号：100-1
出来高確認メッセージ

出来高報告メッセージ

報告番号：100-2
出来高確認メッセージ

【N月目】
(停止のた
めの通知）

出来高要請メッセージ

要請番号：100

データ処理No.：2

請求完了区分：7

・2度目のデータ送信なの
でデータ処理No.は2
・このメッセージで出来高業
務を打ち切るため請求完了
区分は7(以後使用停止)

請求メッセージ

請求メッセージ

通知到達後は出来高報告は送れない

(足場板に対して)

(投光器に対して)

【2月目】

・最初のデータ送信なので
データ処理No.は1
・複数回の報告を想定して
請求完了区分は1(未精算)

依頼内容：

仮設材

依頼内容：

仮設材

発注者A 受注者B

【初回(1月目)】
出来高要請メッセージ

要請番号：100

データ処理No.：1

請求完了区分：1
出来高報告メッセージ

報告番号：100-1
出来高確認メッセージ

出来高報告メッセージ

報告番号：100-2
出来高確認メッセージ

【N月目】
(停止のた
めの通知）

出来高要請メッセージ

要請番号：100

データ処理No.：2

請求完了区分：7

・2度目のデータ送信なの
でデータ処理No.は2
・このメッセージで出来高業
務を打ち切るため請求完了
区分は7(以後使用停止)

請求メッセージ

請求メッセージ

通知到達後は出来高報告は送れない

(足場板に対して)

(投光器に対して)
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表 B.Ⅵ- 5 請求完了区分コード＝｢7（以後使用停止）｣の利用イメージ 

発注者 [1314] メッセージの向

き

[1314] 受注者

出来高要請送信 1 →  1 出来高要請受信

出来高報告受信 1 ←  1 出来高報告送信

出来高確認送信 1 →  1 出来高確認送信

請求受信 1 ←  1 請求送信

： ： ： ： ：

出来高報告受信 1 ←  1 出来高報告送信

出来高確認送信 1 →  1 出来高確認送信

請求受信 1 ←  1 請求送信

出来高要請送信 7 → 7 出来高要請受信

「 以後使用停止」 通知後の出来高報告は認めない

この[1314]=｢7｣を新たに設定することにより、 [1314]＝｢9｣と[1314]＝｢7｣についての使い方

については以下のように整理できる。

表 B.Ⅵ- 6 [1314]請求完了区分コード＝｢9（最終回）｣と｢7（以後使用停止）｣についての使い方 

[1314]の値・ 意味

メッセージ名

[1314]=｢1｣

未精算(請求継続) 

[1314]=｢7｣

以後使用停止

[1314]=｢9｣

精算(最終回) 

出来高要請メッセージ ○ (出来高要請使い

回しの場合) 

○ (出来高要請使い

回し終了の場合) 

○ (出来高要請 1 回

限り使いの場合) 

出来高報告メッセージ ○ ○×（ 入力処理不可）

出来高確認メッセージ ○ ○×（ 入力処理不可）

請求メッセージ ○ ○×（ 入力処理不可）


